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第2章　犯罪被害者等のための具体的施策と進捗状況　

⑶　保護，捜査，公判等の過程における
配慮等
○主な取組
・ビデオリンク等の措置の適切な運用（法
務省）
犯罪被害者等の意見をより適切に裁判
に反映させるための犯罪被害者等の意見
陳述の制度や，証人の証言時の負担・不
安を軽減するためのビデオリンク等の制
度の適切な運用に努めている。
平成26年1月から同年12月までの間
に，証人尋問の際に付添いの措置が採ら
れた証人の延べ数は112人，証人尋問の
際に遮へいの措置が採られた証人の延べ
数は1,661人，ビデオリンク方式による

証人尋問が行われた証人の延べ数は299
人であった。

証人の保護等の状況

年次
証人の保護等

付添い 遮へい ビデオリンク

平成22年 102 1,295 261

平成23年 136 1,317 242

平成24年 121 1,757 288

平成25年 116 1,792 278

平成26年 112 1,661 299

（注）
1　最高裁判所事務総局の資料（概数）による。
2　いずれも高等裁判所，地方裁判所及び簡易裁判所における証人の
数（延べ人員）である。

提供：法務省

3	 刑事手続への関与拡充への取組

⑴　刑事に関する手続への参加の機会を
拡充するための制度の整備等
○主な取組
・仮釈放等審理における意見陳述に資する
情報提供の拡大についての検討及び施策
の実施（法務省）
法務省においては，仮釈放・仮退院に
ついて犯罪被害者等が意見等を述べる際
に資するよう，被害者等通知制度におけ
る通知内容を充実させることについて，
通知制度の運用状況や加害者の改善更

生，個人のプライバシーの問題を考慮し
つつ検討し，3年以内を目途に結論を出
し，必要な施策を実施することとされ
た。
上記検討の結果，平成26年4月1日か
ら，加害者の受刑中の刑事施設における
処遇状況に関する事項として，懲罰及び
褒賞の状況を，加害者の少年院在院中に
おける処遇状況に関する事項として，
賞，懲戒及び問題行動指導の状況を新た
に通知することとした。

▶
刑事訴訟法の一部を改正する法律案
（証人を保護する方策について）

平成27年3月13日，「刑事訴訟法等の一部を改正する法律案」が閣議決定され，国会に提出
されました。この法律案は，刑事手続を時代に即したより機能的なものとするため，証拠収集
手段を適正化・多様化するとともに，公判審理を充実化しようとするものであり，その中に，
刑事手続において犯罪被害者を始めとする証人を保護するための制度が盛り込まれています。
証人を保護するための制度としては，
○　検察官が被告人側へ証拠を開示する場面において，証人等の氏名等の情報を保護するた
めの「証人等の氏名及び住居の開示に係る措置」
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○　公開の法廷において，証人の氏名等の情報を保護するための「公開の法廷における証人
の氏名等の秘匿」

○　証人尋問において，証人に危害が加えられることを防止するとともにその負担を軽減す
るための「ビデオリンク方式による証人尋問の拡充」

の3つがあります。
以下，これら3つの制度の概要を紹介します。

＜証人等の氏名及び住居の開示に係る措置＞
刑事手続においては，検察官が証人等の尋問を請求する場合には，被告人側に証人等の氏名

等を知る機会を与えなければならないなどとされています。これについては，これまでの法改
正により，検察官は，証人等に危害が加えられるおそれがあるときは，弁護人に対して，証人
等の氏名等が被告人らに知られないよう配慮することを求めることができ，また，性犯罪の被
害者等の名誉が害されたり，危害が加えられるおそれがあるときは，弁護人に対して，被害者
の氏名等が被告人らに知られないようにすることを求めることができることとなっています。
今回の法律案では，「証人等の氏名及び住居の開示に係る措置」として，検察官が請求する

証人等に危害が加えられるおそれがある場合に，被告人の防御の利益を害しない限度で，
○　証人の氏名等を被告人に知らせてはならない旨の条件を付して弁護人に開示する措置
○　この措置では危害を加えられることを防止できないおそれがあるときは，弁護人にも知
らせず，氏名に替わる呼称等を開示する措置

をとることができるようにすることにしています。

＜公開の法廷における証人の氏名等の秘匿＞
平成19年の法改正により，性犯罪等の被害者の氏名等について，公開の法廷においてこれを

明らかにしない旨の決定をすることができ，この決定があったときは，起訴状の朗読等の訴訟
手続を，被害者の氏名等を明らかにしない方法により行うこととなっています。
今回の法律案では，「公開の法廷における証人の氏名等の秘匿」として，この制度を，被害

者以外の証人等についても拡充することにしています。

＜ビデオリンク方式による証人尋問の拡充＞
刑事裁判においては，証人は公判廷で証言するのが原則ですが，平成12年の法改正により，

性犯罪の被害者等が証人となる場合には，その精神的な負担を軽減するため，被告人や傍聴人
等がいない別室に在席してもらい，モニターを通じて証人尋問を行う，いわゆるビデオリンク
方式の証人尋問をすることができることとなっています。
これまでの制度では，公判が行われる裁判所の構内の別室に在席する方法だけでしたが，今

回の法律案では，「ビデオリンク方式の証人尋問の拡充」として，
○　性犯罪の被害者等が証人となるときなど，公判が行われる裁判所に出頭すること自体に
よって，精神的負担を負うおそれがある場合

○　組織的な犯罪等に関する証人など，公判が行われる裁判所への出頭時に危害が加えられ
たり，又は，出頭後に尾行されるなどして危害が加えられるおそれなどがある場合

○　証人が遠隔地に居住し，公判が行われる裁判所に出頭することが著しく困難である場合
には，証人に，公判が行われる裁判所とは別の裁判所に出頭してもらい，ビデオリンク方式に
よる証人尋問をできるようにすることにしています。


